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１．公募の趣旨

志木市では、「志木市高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画」に基づき、

地域密着型サービス事業所の整備を進めています。

本公募は、同計画を踏まえ、令和８年度中の施設整備に向けて、サービスの質など

を担保するため、より良いサービスの提供が期待できる事業者を公平・公正に選定す

るため実施するものです。

２．公募する事業及び公募数

①小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む）事業所 １カ所（登録定員２９名・

宿泊定員数９名※注）

※注 原則単独型とします。小規模多機能型居宅介護事業所の上位のサービスを提

供できる看護小規模多機能型居宅介護事業所でも受付可とします。

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １カ所※注

※注 夜間対応型訪問介護の指定をあわせて受けるよう努めること

※整備圏域は問いません。（ただし、現在小多機・看多機が無い地域の応募を優先

します。また市街化調整区域を除きます。）

※他の事業の併設を提案することも可能ですが、この場合、提案された併設事業に

ついては、本市と協議の上実施の可否を決定します。

（参考）志木市日常生活圏域一覧

本町圏域 本町１～６丁目

柏町圏域 柏町１～６丁目

館・幸町圏域

※小多機あり

館１・２丁目、幸町１～４丁目

宗岡北圏域 上宗岡１～５丁目、中宗岡１丁目（１番～７番、１０～１

３番、１７～１９番）、中宗岡２丁目（７番～１７番（７

番３４号～４９号及び８番２０号～２６号を除く）、３１

番、３２番）、中宗岡５丁目（１番～１８番）

※宗岡中学校通学区

宗岡南圏域

※小多機あり

※看多機予定あり

中宗岡１丁目（８番、９番、１４～１６番）、中宗岡２丁

目（１～６番、７番３４号～４９号、８番２０号～２６号）、

１８番～３０番、中宗岡３・４丁目、中宗岡５丁目（１９

番～２８番）、下宗岡１～４丁目

※宗岡第二中学校通学区
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３．応募資格

運営法人は、以下の要件をすべて満たすこと。（法人種別は問いません。）

・地域密着型サービス事業所を開設し、継続して運営する能力、資力等を有する法人

等であること。また介護サービス事業者として１年以上のサービス提供の実績があ

ること。

・介護保険法第 70 条第２項（指定居宅サービス事業）各号、同法第 78 条の２第４

項（指定地域密着型サービス事業）各号、同法第 115 条の２第２項（指定介護予

防サービス事業）各号及び第 115 条の 12 第２項（指定地域密着型介護予防サー

ビス事業）の各規定に該当しないこと。

・志木市暴力団排除条例（平成２４年志木市条例第１７号）第２条第１号に規定する

暴力団でないこと。また、役員や評議員が同条第２号の暴力団員でないこと。

・地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、国、他の地方公共団体及び市の一

般競争入札の参加を制限されてないこと。

・過去５年以内に都道府県及び市区町村が行った実地指導等において、重大な指摘を

受けたことがないこと。

・会社更生法、民事再生法等による更生または再生手続きを行っていないこと。

４．応募条件等

・令和８年４月１日から令和９年４月1日までの間に開設する計画であること。整備

施設内に複数サービスの提供を計画する場合、部分的な開設は認められません。

・指定申請までに介護保険法、老人福祉法、市基準条例の基準を全て満たし、開設予

定日までに開設できることが確実に見込まれる計画であること。

・整備や運営にあたっては、介護保険法以外の下記関係法令を遵守するとともに、許

可等が必要な場合には適正に手続を行い許可等を得ること。

ア 老人福祉法

イ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

ウ 生活保護法

エ 建築基準法、埼玉県建築基準法施行条例

オ 消防法

カ 都市計画法

キ 農地法

ク 埼玉県福祉のまちづくり条例

ケ 埼玉県高齢者、障害者等が円滑に利用できる建築物の整備に関する条例

コ 労働基準法その他労働関係法令
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サ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の推進に関する法律

シ その他遵守すべき法令

・敷地及び建物の利用権原は、運営事業者が敷地及び建物の所有権を取得し登記する

か、または敷地及び所有者と賃貸借契約を締結すること。この場合、建物の財産処

分制限期間以上に土地・建物の賃貸借期間を設定すること。建物を賃借する場合は、

建物賃貸借契約を２０年以上（更新付き）とし、建物賃借権登記を行うこと。

なお、事業の安定性を確保するため、設定しようとする権利に対抗できる権利等（抵

当権など）が原則設定されていないこと。

※抹消が確実なものや、補助を受けて事業所を整備するための借入金を被担保債権

とする抵当権は除きます。ただし、被担保債権を特定しない根抵当権は不可。

※土地の使用貸借や共有による確保等については、権利関係が不安定となることか

ら原則認めません。

※公募の時点で、事業者が土地及び建物の利用権原を有していない場合には、譲渡

または賃貸借契約が確実に行われることを担保するため、契約の相手方と条件付

契約あるいは譲渡又は賃貸借契約書を締結してください。（公募で選定されなか

った場合には、契約は無効となる旨を明記しておくこと。）

※条件付契約等の締結が困難な場合には、確約書（参考様式１または参考様式２）

を提出すること。

・想定される年間事業費の１２分の３以上に相当する運転資金を自己資金として有し

ていること。

・債務超過でないこと。（社会福祉法人にあっては、現状及び整備計画による負債総

額が資産総額の２分の１を超えないこと。）

５．公募に対する市の考え方

・地域密着型事業所となることから、通いの場の提供やボランティアの受入、消防

訓練などの様々な活動を通じ、地域住民との交流、連携に努めてください。

・今後認知症の方の緊急ショートステイ枠が今後不足していくと考えています。小

規模多機能型居宅介護については、短期利用居宅介護費を算定するなど、受け入

れに積極的な対応をご協力いただきたいと考えています。

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、地域包括ケアシステム確立に重要な役割

のサービスであり在宅において介護が必要な方へのサービスとなります。同一敷

地や隣接敷地にある住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅利用

者を主として提供することは正当な理由無しでは認められません。一般居宅への

訪問を主としてください。またできるだけ夜間訪問介護サービスの指定を併せて

受けることができるサービス提供体制としてください。
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６．公簿の日程

７．応募手続等

（１）応募意向調査票の受付

「応募意向調査票」（別紙様式）を提出してください。

①受付期間 令和７年８月１日（金）～８月２１日（木）

②件名「志木市（サービス名）応募意向調査票（法人名）」としてください。

③提出先 福祉部長寿応援課介護保険グループ

電話 ０４８－４７３－１１１１（内線１０９２）

Eメール tyoju-ouen@city.shiki.lg.jp

※応募意向調査票の提出をもって応募予定者とします。応募意向調査票の提出がな

い場合には、質疑受付及び応募書類受付を行いませんので、ご注意ください。

※提出は、窓口提出の他、電子メールや郵送可

（２）質問受付及び回答

公募に関する質問がある場合は、「質問票」に要旨を簡潔に記載のうえ、電子メー

ルで提出してください。

①提出期限 令和７年８月２１日（木）※応募意向調査票受付期間まで

②件名「志木市（サービス名） 公募質問（法人名）」とする。

③提出先 （１）と同じ

※応募意向調査票の提出があった事業者からの質問について回答します。

※軽易なものであっても、電子メールでの質問としてください（電話・ＦＡＸによ

る質問は受け付けません。）。

※質問には順次回答いたしますが、８月２８日（木）までに回答を行います。

令和７年８月１日（金） 公募要項公表

令和７年８月１日（金）

～８月２１日（木）

応募意向調査票受付期間・

事前相談、質疑受付

令和７年８月２８日（木） 質疑最終回答

令和７年８月２２日（金）

～９月２２日（月）

応募書類受付

令和７年１０月下旬～１１月上旬 介護保険運営協議会・地域密着型サ

ービス部会による審査

令和７年１１月中 事業予定者の決定・通知
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※受け付けた質問の回答については、公平を期するため、「応募意向調査票」の提

出があった全事業者にメールで通知しますがし、事業者のノウハウに係る項目に

ついては、質問のあった団体にのみ回答いたします。なお、応募状況、審査選定、

法令等により確認できる事項等については回答しません。

（３）応募書類の提出

ご持参若しくは郵送にて提出してください。メールによる応募書類の受付不可。

①提出日時 令和７年８月２２日（金）～令和７年９月２２日（月）

月曜日～金曜日 午前９時～午後４時

②提出場所 志木市役所 長寿応援課 介護保険グループ

※応募意向調査票の提出が事前にあった事業者についてのみ受付します。

※所定の期間内に書類等が提出されなかった場合は、応募を辞退したものと見なし

ます。

※１つの法人が応募できる計画は１計画に限ります。提出書類に不備がある場合は、

提出期間内に再提出すること。

③提出書類

別添「提出書類一覧」のとおりとします。

④書類提出方法

（ア）Ａ４版縦型フラットファイルに左綴じにして提出してください。

また表紙に「令和７年度志木市地域密着型サービス事業者公募申込書（サー

ビス名）」及び「法人名」を表示してください。

（イ）紙資料１０部（正本１部、副本９部）を提出してください。副本は正本の写

しとしてください。

（ウ）提出書類は通し番号をつけ、提出書類ごとに書類名を記載したインデックス

を付けてください。なお、インデックスは書類に直接貼付せず、仕切り紙にイ

ンデックスを貼付の上、綴じてください。

※インデックスには提出書類№ではなく、提出書類名を記載してください。（提

出書類の種類が確認できれば、提出書類名の全てを記載しなくても結構です。）

（エ）文字のフォントは、明朝体１１ポイントを標準として作成してください。

※レイアウトの関係で一部分をサイズ調整するのはかまいません。

⑤注意事項

・志木市が必要と認める場合には、追加書類の提出を求める場合があります。

・応募に必要な費用については、すべて応募者の負担とします。

・提出いただいた書類は返却しません。

・応募書類に、虚偽そのた不正があった場合は、決定を取り消すことがあります。

・応募書類提出後に応募を取り下げたい場合は、辞退届を提出してください。
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８．選定

（１）事業予定者の決定方法

①志木市介護保険運営協議会において、提出された応募書類による書類審査及びプ

レゼンテーションに基づき、総合的・客観的な審査及び評価を行います。

なお、プレゼンテーションの日程については決定次第個別に通知しますが、参加者

は法人職員のみとします（コンサルや設計事務所の同席不可とします）。

②志木市介護保険運営協議会による評価にを参考に、最終的に市長が決定します。

（応募事業者が１者の場合であっても評価は実施します。）

なお、応募事業者がいずれも一定の基準に達していないと判断される場合は、選定

事業者を該当なしとすることがあります。

また、選定の過程及び他法人の選定結果詳細については、公開しません。

◎主な選定基準（サービス類型により詳細は異なります）

（２）審査結果の通知

審査の結果については、審査対象の全ての事業者に文書により通知します。

（３）事業予定者等の公表

応募の状況、審査基準、事業予定者として決定した事業者については、志木市ホー

項目 主な内容

法人について

（サービス事業所として適切か）

・法人の概要

・過去の同類系サービスの実績

・過去５年間の処分状況等

事業計画について

（実現性はあるか）

（訪問時の虐待疑い案件等、研修計画の方

針）

・基本理念や応募に対する想い

・事業用地・資金の確保

・在宅訪問の体制、夜間訪問の体制

・高齢者虐待防止対策

運営について

（人員配置）

・ベテラン職員の配置等人材確保策

・良好な職場環境構築策

・ＩＣＴの導入

その他

（緊急時の対応・地域密着型サービスの理

解・介護保険事業計画の在宅医療連携に対す

る事業所の取り組み方針・価格等）

・防災、防犯、感染症対策

・地域住民に開かれた事業所の対策

・在宅医療・介護連携への向き合い方

・その他
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ムページ等で公表します。応募された計画及び事業予定者以外の応募事業者について

特定できる情報は公表しません。

９．選定後の手続

選定業者は、事業開始の準備が整い次第、地域密着型サービス事業所の指定申請書

等を開設1ヶ月前に提出してください。

※選定後に、何らかの理由により選定を辞退する場合、必ず市に申し出てください。

なお、選定事業者名は公表いたしますので、辞退される場合も事業者名や辞退理由

も公表いたしますのでご承知おきください。

※工事の遅延等により、令和８年度中に整備完了が困難となる見込みとなる場合は、

早めに市へご相談ください。

１０．補助制度

（１）補助制度の内容

今回の公募に係る施設整備費等への公的な補助については「埼玉県地域密着型サー

ビス等整備助成事業費等補助金交付要綱」（以下「県要綱」という。）等を参照して

ください。（下記金額は、令和７年度の県要綱金額となります。）

整備に関し、補助金の活用を予定している場合は、資金計画を作成する際に、補助

予定額を見込んでください。

※災害イエローゾーン（志木市内には災害レッドゾーンはありません）に整備を検

討する場合は、垂直避難が出来る施設である必要があるなど、施設や設備対策が無

いと、補助対象外となる場合があることから、ご注意ください。

①施設整備費

【小規模多機能型居宅介護】

１施設あたり ４１，５００千円

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

１施設あたり ７，３３０千円

※土地所有者が施設等運営法人に有償で貸し付ける場合も対象となります。

②施設開設備準備経費等

【小規模多機能型居宅介護】

宿泊定員数×１，０３６千円 （限度額９，３２４千円）

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

１施設あたり １７，４００千円
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（２）補助制度の注意事項

①志木市地域密着型サービス等整備助成事業費等補助金を活用する場合は、公募申請

とは別に補助金協議等の手続きがあります。県要綱を確認し、協議スケジュールに

合わせ、別途関係書類が必要となります。

②志木市の補助制度は、国の交付金や埼玉県の補助制度を活用しています。そのため、

埼玉県の予算の範囲内で市が補助金の交付決定を行うものです。そのため、虚偽そ

の他不正に補助金の交付を受けた場合等は、補助金の取消や返還（加算金や延滞金

が加算されます）となりますので承知ください。また、交付金及び補助金は、国ま

たは埼玉県との協議により、交付が決定されるものであるため、一部または全部が

交付されないことがあります。

※複数の地域密着型施設を合築する場合は、補助金額は面積按分されますので、申

請書類に面積案分表及びサービスごとのエリアがわかる平面図が必要です。

※埼玉県補助対象施設（広域型特養等）と併せて建築し、うち地域密着型施設とし

ての市補助金の交付を受けたい場合は、県補助施設の棟と、地域密着型施設の棟が

分かれる必要がありますので、ご注意ください。

１１．その他

（１）応募書類提出後に辞退届を提出した場合で、かつ本公募への応募者がなく、また

は選定事業者なしとされたときに行う再公募への応募はできませんので、あらかじ

めご了承ください。

（６）応募書類及び提案書等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、志木市は事業

者の公表等に必要な場合は、応募書類及び提案書の内容を無償で使用できるものと

します。また、決定事業者の提案内容について情報公開請求があった場合は、志木

市情報公開条例の規定に基づき、非公開とされる部分を除き、公開します。


